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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 当社は第11期より連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額及び株価収益率については、当期純損失が計上されているため記載し

ておりません。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 (千円) ― ― ― ― 9,455,683

経常損失 (千円) ― ― ― ― △765,921

当期純損失 (千円) ― ― ― ― △1,458,857

純資産額 (千円) ― ― ― ― 1,662,996

総資産額 (千円) ― ― ― ― 4,508,387

１株当たり純資産額 (円) ― ― ― ― 35,356.61

１株当たり当期純損失 (円) ― ― ― ― △31,016.11

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― ― ― 35.8

自己資本利益率 (％) ― ― ― ― △62.2

株価収益率 (倍) ― ― ― ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― △1,732,016

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 82,392

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― ― ― ― 1,562,454

現金及び現金同等物 
の期末残高 

(千円) ― ― ― ― 1,317,992

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数] 

(名) 
― 

[―]

―

[―]

―

[―]

― 

[―]

31

[14]



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 当社は第10期までは関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

３ 第７期の１株当たり配当額にはミリオンセラー記念配当5,700円を含んでおります。 

４ 第８期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準第２号)

及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会計基準適

用指針第４号)を適用しております。 

５ 第８期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

６ 第９期及び第11期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないこ

と及び当期純損失が計上されているため記載しておりません。 

７ 第10期の１株当たり配当額には10周年記念配当500円を含んでおります。 

８ 第11期より連結財務諸表を作成しているため、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロ

ー、財務活動によるキャッシュ・フロー、現金及び現金同等物の期末残高については記載しておりません。 
  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月

売上高 (千円) 25,330,043 17,339,800 12,481,177 12,822,324 9,417,848

経常利益又は経常損失
(△) 

(千円) 3,621,372 319,857 △1,557,989 143,582 △736,760

当期純利益又は当期純
損失(△) 

(千円) 2,040,261 173,137 △1,606,690 121,005 △1,434,344

持分法を適用した 
場合の投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) 654,458 654,458 654,458 654,458 654,458

発行済株式総数 (株) 23,543.44 47,086.88 47,086.88 47,086.88 47,086.88

純資産額 (千円) 5,094,502 4,696,249 2,988,530 3,025,365 1,639,478

総資産額 (千円) 8,403,141 5,920,345 4,941,647 4,562,907 4,479,160

１株当たり純資産額 (円) 216,492.99 99,607.96 63,537.18 64,320.32 34,856.61

１株当たり配当額 
(内１株当たり 
中間配当額) 

(円) 

(円) 

22,700 

(―) 

1,000

(―) 

―

(―) 

1,200 

(―) 

―

(―) 

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△) 

(円) 87,469.87 3,446.24 △34,158.46 2,572.62 △30,494.95

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) 87,248.74 ― ― 2,567.14 ―

自己資本比率 (％) 60.63 79.32 60.48 66.30 36.6

自己資本利益率 (％) 49.00 3.54 △41.81 4.02 △61.5

株価収益率 (倍) 8.57 50.20 ― 53.64 ―

配当性向 (％) 26.18 29.02 ― 46.65 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 3,532,044 △1,197,835 △800,644 554,126 ―

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △979,732 △721,274 51,349 93,569 ―

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △158,080 △537,587 552,077 △601,010 ―

現金及び現金同等物の
期末残高 

(千円) 3,948,815 1,537,371 1,322,485 1,366,803 ―

従業員数 
[外、平均臨時 
雇用者数] 

(名) 
26 

[27] 

30

[22] 

29

[23] 

25 

[22] 

27

[14] 



２ 【沿革】 

  

平成７年７月 通信販売業「TVショッピング」における電子小売業を目的として株式会社プライムを設立 

平成７年９月 番組型ホームショッピングの制作開始 

平成７年12月 CS(通信衛星)放送局にて放送開始 

平成８年８月 株式会社ツーウェイシステムへ電話受注業務を委託 

平成８年10月 本社を名古屋市東区葵一丁目7番1号に移転 

平成９年６月 当社のオリジナル商品「万能定規ピッチマン」の販売開始 

日本型インフォマーシャルの制作開始 

平成10年５月 当社のオリジナル商品「マイティープロ」の販売開始 

平成10年７月 ホールセール事業部を新設 

平成10年８月 海外ロケにて米国型インフォマーシャル「ハイドロワックス」制作 

平成10年12月 当社のオリジナル商品「ストレッチングボード」の販売開始 

平成11年３月 当社のオリジナル商品「スチームクリーナー」の販売開始 

平成11年６月 e-Business推進プロジェクトの発足 

平成11年11月 当社のオリジナル商品「うれっこ」の販売開始 

平成11年12月 本社を名古屋市東区代官町35番16号に移転 

平成12年１月 第10回ニュービジネス大賞「優秀賞」受賞 

平成12年２月 第49回東京インターナショナルギフトショー春2000に出展 

スチームクリーナーが「輸入品人気コンテスト準大賞」受賞 

平成12年12月 ジャスダック市場に上場 

平成13年10月 ミリオンセラー商品「アブトロニック」の販売開始 

平成14年６月 東京都千代田区に東京事務所を開設 

平成15年４月 「プライムショッピング」ブランドメイクプロジェクトをスタート 

平成15年９月 「プライム物流センター（ＰＬＣ）」を開設 

平成15年12月 名古屋本社内に「ハートタッチセンター（ＨＴＣ）」を開設 

平成16年８月 ２４時間ショッピングチャンネルを、「スカイパーフェクＴＶ！１１０」で放送開始 

平成16年９月 NTTドコモi-mode公式サイトをオープンし、携帯モバイル事業へ本格参入 

ＴＶショッピング業界として初めてプライバシーマークを取得 

平成16年10月 当社のオリジナル商品「ＮＡＲＬスリムソニック」の販売開始 

平成17年11月 東京都千代田区に子会社、プライムハーバープロダクツ㈱を設立 

平成18年２月 東京都中央区に子会社、㈱パルマファイナンシャルサービシーズを設立 



３ 【事業の内容】 

当社グループは、当社、連結子会社であるプライムハーバープロダクツ㈱、㈱パルマファイナンシャルサービシー

ズの３社で構成されており、物販事業及び金融事業を行っております。 

当社グループの事業における位置付け及び事業の種類別セグメントとの関連は、次のとおりであります。 

  

 物販事業 

  当部門においては、ＴＶショッピングを中心とした通信販売事業及び卸売事業を行っております。 

 （主な関係会社）当社及びプライムハーバープロダクツ㈱ 

金融事業 

  当部門においては、ホールセールへのファクタリングサービス等のファイナンス事業を行っております。 

 （主な関係会社）㈱パルマファイナンシャルサービシーズ 

  

事業の流れは、次のとおりであります。 

  

 

  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 「主要な事業の内容」欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

    ３ 特定子会社であります。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員数を外書で記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に年間の平均人員数を外書で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は良好であります。 

名称 住所 
資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
割合(％) 

関係内容 

(連結子会社)       

プライムハーバー
プロダクツ㈱ 

東京都 
千代田区 

30 物販事業 60.0

当社で販売する栄養補助食品及
び化粧品の企画開発をしており
ます。 
役員の兼任１名 

㈱パルマファイナ
ンシャルサービシ
ーズ 
(注)３ 

東京都 
中央区 

99 金融事業 53.1
当社より資金の貸付がありま
す。 
役員の兼任２名 

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

物販事業 27 [14] 

金融事業 4 [－] 

合計 31 [14] 

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

   27[14] 37.6 3.7 5,225,084 



第２ 【事業の状況】 

当連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、前連結会計年度との比較分析は行っておりません。ただし、

物販事業については、前事業年度との比較分析を行っております。 

  

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、原油価格高騰の影響はあるものの、内需の拡大や輸出の回復を背景に企業業績が堅調に

推移し、雇用環境や個人消費に改善が見られました。 

このような状況の中、当社は、ＴＶショッピングをコア事業とした派生事業に取組んでまいりました。その1つの事業であるＰ

Ｍ事業（ＣＲＭ）は、株式会社ハーバー研究所との資本・業務提携により、健康食品やコスメティック等をお客様に提案できる環

境が整い、第一弾の商品である「ウォークサプリ」をはじめとする3商品をリリースいたしました。パーミッション顧客へのプロ

モーションはもちろんのこと、販売が順調である「ウォークサプリ」についてはインフォマーシャルによるプロモーションも開始

し、新規のパーミッション顧客の獲得にも取り組んでおります。今後も、安全で安心の継続販売商品を提案して安定的な売上に繋

げてまいります。 

ＴＶショッピングでの販売においては、商品開発の遅れが影響して売上高が大きく減少することになり、その低迷はＷｅｂ・モ

バイル、ホールセールなどへも波及し、厳しい結果となりました。また、平成18年6月期より「固定資産の減損に係る会計基準」

を適用することといたしました。当社は、過去の業績及び当期の実績では減損の兆候を解消するに至っておらず、会社全体の収益

構造の改善及びバランスシートのより一層の健全化を図るため、減損損失766百万円を特別損失として計上いたしました。 

以上の結果、売上高9,455百万円、経常損失765百万円、当期純損失1,458百万円となりました。 

（物販事業） 

・メディア営業事業 

ＴＶショッピング事業では、戦略商品として位置づけておりました大型商品の販売が予想に反して低調でありました。それに加

えて商品開発の遅れからリリース点数も少なく売上高に大きく影響を及ぼしました。その中でも「君の詩」、「ａ－ｂｏｘ」など

の音楽ＣＤや「パーフェクトクラブ」、「スイングセッター」などのゴルフ関連商品の発売により、新しいジャンルを開拓するこ

とができました。またＰＭ事業（ＣＲＭ）では、収益の構造変化を進めるため、美容・健康をテーマとした商品を中心に、ＤＭと

連携したアウトバウンドによる販売は着実にその成果を上げております。 

この結果、当部門の売上高は7,661百万円（前年同期比28.1％減）となりました。 

・ホールセール事業 

ホールセール事業は、自社媒体は勿論のこと、他社媒体の広告効果を小売流通まで波及させることを前提に販売活動を行ってお

り、とりわけ他社ＴＶと小売店とのシナジーを意識した提案営業に努め、その効果は前期より顕著に現れております。しかし当期

においては、チェーンストアとの取組みは順調に推移しておりますが、カタログ卸では紙面構成への参画不足が影響して売上高の

減少に繋がっております。 

販売商品では、健康エクササイズのツイスト＆シェイプをはじめ、美肌ビューティー系「ピンククロスのヒアルロン酸」も好調

であり、日用雑貨のツイングリラーやジェットサイクロン「デュオ」が一年を通じて売上を伸ばしました。 

この結果、当部門の売上高は1,756百万円（前年同期比19.1％減）となりました。 



（金融事業） 

金融事業では、ファクタリングサービスの他、賃貸保証サービスを提供する「家賃安心マスター」を5月より開始しており、そ

れらを含め金融事業全体として当連結会計年度における営業収益は37百万円であります。なお金融事業は当連結会計年度からの開

始であるため前年同期との対比は行っておりません。 

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による資金が1,732百万円減少し、投資

活動における資金の増加は82百万円、財務活動による資金の増加1,562百万円等により、1,317百万円となりました。 

キャッシュ・フローの内訳は下記のとおりであります。 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果、使用した資金は1,732百万円となりました。 

これは主に、税金等調整前当期純損失が1,461百万円計上されたことを始め、営業貸付金の増加961百万円及

び減損損失766百万円によるものであります。 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果、得られた資金は82百万円となりました。 

これは主に、投資有価証券の売却による収入1,178百万円、投資有価証券の取得による支出784百万円及び制

作費等による有形固定資産の取得による支出246百万円によるものであります。 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果、得られた資金は1,562百万円となりました。 

これは主に、短期借入金の純増1,494百万円によるものであります。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

 (1) 仕入実績 

当連結会計年度における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。 

  

 (2) 受注実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 「金融事業」については、事業の性質上、該当事項がないため記載しておりません。 

  

 (3) 販売実績 

当連結会計年度における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

  

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

物販事業 4,306,744 △15.0 

合計 4,306,744 △15.0 

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％) 

物販事業 9,789,473 △22.1 453,071 ＋456.3 

合計 9,789,473 △22.1 453,071 ＋456.3 

区分 金額(千円) 前年同期比(％) 

物販事業 9,417,848 △26.6 

金融事業 37,834 － 

合計 9,455,683 － 



３ 【対処すべき課題】 

今後の見通しについては、依然として厳しい経営環境が続くものと予想されますが、先ずは現体制において成長が見込める販

売チャネルの強化を行うための具体的な施策に取り組んでまいります。 

① インターネット通販の増強 

・プライムショッピング公式サイトのリニューアルによるサービスの向上 

ＴＶショッピングで紹介された商品に限定する特化型サイトを追求、併せてアウトレットコーナーを新設して、お客様が

利用し易いものとする。 

・公式サイトとは別に、モバイルショッピングと連動したサイトをオープンして、若年層を取り込むための商品プロモーシ

ョンや会員化、並びに他社とのコラボ企画コーナーで集客を図る。 

・アフィリエイト等の積極的活用による新規顧客の獲得 

② パーミッションマーケティングの収益基盤の確立 

・エルダー層向けへの積極的アプローチ 

ＴＶショッピングによるサプリメント商品の認知、ダイレクトレスポンスの獲得及び継続購入へ誘引を図る。 

・アウトバウンド（テレマーケティング）の活用 

・サプリメント商品の原価低減 

③ プライムショッピングカードの発行 

現在、消費生活に欠かすことのできない決済手段としてのクレジットカード決済は消費者に認知されております。 

当社もハウスカードの発行を検討した結果、お客様並びにカード会員の方の最大メリットを考えた「プライムショッピン

グキャッシュバックカード」を発行することとなりました。発行初年度につきましては、10万人のカード会員の獲得を目

指します。 

当社ビジネスの要になるものは、常に人であり人材であります。人の採用、教育（ＯＪＴ）には力を注ぎ、知識から知恵を生

かすことのできる人材を育てることを基本としています。 

  

４ 【事業等のリスク】 

 当社の事業に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる事項を記載しておりま

す。当社は、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避に向け努力しております。 

 本項においては、将来に関する事項も含まれておりますが、有価証券報告書提出日現在において判断したものであります。 

(1) 特有の法的規制に係るもの 

当社は無店舗販売である通信販売業を営み、お客様に対して、商品の特性をわかり易く、より具体的に説明し、訴求力を高

めております。平成15年8月29日に厚生労働省が健康増進法の一部を改正する法律を施行し、また、景品表示法も平成15年11月

23日より改正されております。これらの法律は、食品全般の広告について著しく事実と相違又は誤認させる表示をしてはなら

ない、又は不実証広告を対象とした規制の拡大となっております。 

当社は、映像並びにカタログにおいて、表現・表示等には細心の注意を払っており、法規制のもと主観的・抽象的内容を排除

し、具体的根拠としてのバックデーターを充実することとしています。そのため映像制作やカタログ制作に要する時間は必然

的に長くなり、年間の新商品リリース点数が少なくなる場合があります。 



(2) 為替変動に係るもの 

当社の商品開発は、国内の商社やメーカー並びに海外の業者との直接交渉から成り立っております。しかし、国内外間の取

引を問わず、商品の製造の大半は海外生産であり、そのため為替の変動リスクが常につきまとっております。特に、直接輸入

している商品についてはその影響が大きいため、当社では、仕入コストの標準化・リスクの軽減を目的としてクーポン・スワ

ップ契約（デリバティブ取引）を交わし、時価評価しており、為替が極端な円高へ進む場合は、業績に影響を及ぼす可能性が

あります。 

(3) 顧客情報に係るもの 

当社のビジネスにおいては、顧客情報（個人情報）の大切さ、重要性を十分理解しつつ、情報管理業務を遂行しています。

平成17年4月に個人情報保護法が完全施行されてからも、個人情報の紛失や漏洩が社会的な関心事になっています。そのなか当

社は、平成16年9月にプライバシーマーク（平成10年4月1日より（財）日本情報処理開発協会が通商産業省（現経済産業省）の

個人情報保護ガイドラインに準拠して個人情報の取り扱いを適切に行っている事業者を認定する制度）を取得いたしました。

そして、役職員・パートタイマー並びにアウトソーサー等への継続的な教育を徹底しております。しかしながら、顧客情報

（個人情報）が流失した場合、会社の信頼、評価が揺らぎかねないリスクを内包しております。 

 (4) 訴訟等の発生に係るもの 

当社が取り扱う商品には知的所有権を有するものも少なくはなく、商品開発時点において精査するように心がけておりま

す。特に、当社オリジナル商品（販売独占権等を有する商品）については、特許権・意匠権・商標権及び実用新案権等の登録

状況を調査又は専門家の意見を聴取することにしておりますが、販売活動中、訴訟になり得る可能性もあり、訴訟の結果如何

によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(5) アウトソーシングに係るもの 

当社は経営資源である人材等を有効活用するため、インバウンド業務（受注）・物流業務等についてアウトソーシングして

おります。多数の人員及び専門的知識、ノウハウを要する業務については、人員の確保・労務管理・人材育成等にかかるコス

トを省き、かつ専門会社への委託により、質の高いサービスをお客様に提供するために外部の経営資源を有効活用することと

しております。しかし、今後においてアウトソーサーとの契約の解消又は変更を余儀なくされた場合、受注効率の悪化及び顧

客サービスの低下並びに事業コスト負担の増大等をもたらし、一時的に当社の業績に影響を与える可能性があります。 

(6) 天災地変等に係るもの 

当社は放送という電波を利用したＴＶショッピングを主体事業としており、店舗となる放送は、地上波放送局、ＢＳ・ＣＳ

衛星放送局、ＣＡＴＶ局で全国展開しています。 

また、アウトソーサーとのネットワークを形成しておりますので、特定の地域において大規模な災害等が発生した場合は、業

績に影響を及ぼす可能性があります。特に、東海地区においては、名古屋市に本社機能と名古屋市郊外に物流機能を有してお

り、同地域で東海地震等の大規模災害が発生した場合、経営に大きな支障が出る可能性があります。 

(7) 継続企業の前提に関する重要な疑義が生じていることについて 

「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」において記載されておりますとおり、当社グループには継続企業

の前提に関する重要な疑義が生じております。これは、具体的には当連結会計年度において３期連続の営業損失を計上してい

ることを指しております。「継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況」に記載しておりますとおり、当該状況の

解消を図るべく当社グループとして対策を講じてまいりますが、これらの対策が計画どおりに進捗しなかった場合、予想して

いた収益が確保できない可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1)財政状態の分析 

(流動資産) 

 流動資産は、3,785百万円となりました。構成している主なものとして、現金及び預金1,687百万円、受取手形及び売掛金607百

万円及び営業貸付金961百万円があります。営業貸付金につきましては、当連結会計年度より開始しております金融事業によるも

のであります。 

(固定資産) 

固定資産は、722百万円となりました。構成している主なものとして、投資有価証券553百万円があります。また、当連結会計

年度において減損損失を計上したことにより、有形固定資産89百万円、無形固定資産8百万円の計上となっております。 

(流動負債) 

流動負債は、2,686百万円となりました。構成している主なものとして、短期借入金1,500百万円、買掛金489百万円及び未払金

483百万円があります。短期借入金につきましては、当連結会計年度より開始しております金融事業によるものであります。 

(固定負債) 

固定負債は、159百万円となりました。構成している主なものとして、長期借入金58百万円、役員退職給与引当金85百万円があ

ります。 

(純資産の部) 

純資産の部は、1,662百万円となりました。構成している主なものとして、資本金654百万円、資本剰余金882百万円がありま

す。また当連結会計年度において当期純損失を1,458百万円計上していることにより利益剰余金が114百万円の計上となっており

ます。 

  

  



(2)経営成績の分析 

当連結会計年度は、当社は、ＴＶショッピングをコア事業とした派生事業に取組んでまいりました。その1つの事業であるＰＭ

事業（ＣＲＭ）は、株式会社ハーバー研究所との資本・業務提携により、健康食品やコスメティック等をお客様に提案できる環境

が整い、第一弾の商品である「ウォークサプリ」をはじめとする3商品をリリースいたしました。パーミッション顧客へのプロモ

ーションはもちろんのこと、販売が順調である「ウォークサプリ」についてはインフォマーシャルによるプロモーションも開始

し、新規のパーミッション顧客の獲得にも取り組んでおります。今後も、安全で安心の継続販売商品を提案して安定的な売上に繋

げてまいります。 

ＴＶショッピングでの販売においては、商品開発の遅れが影響して売上高が大きく減少することになり、その低迷はＷｅｂ・モ

バイル、ホールセールなどへも波及し、厳しい結果となりました。また、平成18年6月期より「固定資産の減損に係る会計基準」

を適用することといたしました。当社は、過去の業績及び当期の実績では減損の兆候を解消するに至っておらず、会社全体の収益

構造の改善及びバランスシートのより一層の健全化を図るため、減損損失766百万円を特別損失として計上いたしました。 

以上の結果、売上高9,455百万円、経常損失765百万円、当期純損失1,458百万円となりました。 

なお、部門別の分析は、第２ 事業の状況 ２ 生産、受注及び販売の状況（2）受注実績及び（3）販売実績の項目をご参照く

ださい。 

(売上原価及び売上総利益) 

売上原価は、4,400百万円、売上総利益は、5,055百万円となりました。売上総利益率については53.5％となっております。 

(販売費及び一般管理費) 

販売費及び一般管理費は、6,044百万円となり、売上高比64.0％となっております。 

(経常損失) 

経常損失は、765百万円となりました。これは通貨スワップ評価益139百万円の計上がありましたが、営業損失988百万円の計上

によるものであります。 

(当期純損失) 

当期純損失は、1,458百万円となりました。これは減損損失766百万円によるものであります。 

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資額は、物販事業においては297百万円であり、その主なものは放映用ビデオ制作費

210百万円であります。また、金融事業においては17百万円であります。 

なお、当連結会計年度において重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はありません。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

(提出会社) 

  

(注) １ 従業員数欄の[ ]内は臨時雇用者数であり、外書で表示しております。 

２ 上記の他、建物1,259.66㎡を賃借しており、年間賃借料は69,319千円であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

下記のとおり設備投資を計画しております。 

(提出会社) 

  

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

帳簿価額(千円)
従業員数 
(名) 

建物 車両運搬具 合計

本社 
(名古屋市東区) 

物販事業 
販売、管理 
業務設備 

48,955 9,155 58,111 
23
[13]

事業部門 
事業の種類別
セグメントの
名称 

設備の内容 

投資予定金額
(千円) 設備等の主な

内容・目的 
資金調達方法

着手及び完了予定

総額 既支払額 着手 完了 

メディア
営業事業 

物販事業 
放映用ビデオ
制作費 

150,000 ―
ビデオ制作費
並びに編集費 

自己資金
平成18年 
  ７月 

平成19年
  ６月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

① 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成14年９月27日) 

  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時

点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果0.01未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 184,000

計 184,000

種類 
事業年度末
現在発行数(株) 
(平成18年６月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年９月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 47,086.88 47,086.88
ジャスダック証券
取引所 

計 47,086.88 47,086.88 ― ― 

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 204 204 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  204 (注) １  204 (注) １ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 185,400 (注) ２ 185,400 (注) ２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年10月１日～
平成18年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  185,400
資本組入額  92,700 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡については、当社取締
役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －



２ 会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１日改正前商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整される(１円未満の端数切上

げ)。 

  また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の

結果１円未満の端数は切り上げる。 

３ 行使条件は次のとおりであります。 

  新株予約権者は本新株予約権の権利行使時において当会社の取締役又は従業員の地位にあることを要する。但し、下記に

おいて、当社の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権利行使できるものとする。 

  (1) 新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。 

(2) 取締役を退任した場合。 

(3) 行使期間到来後に従業員が退職した場合。 

  

② 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成15年９月26日) 

  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時

点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果0.01未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１日改正前商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整される(１円未満の端数切上

げ)。 

  また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の

結果１円未満の端数は切り上げる。 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
  
既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金
額又は譲渡金額 

  

１株当たりの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 259 257 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 259 (注) １ 257 (注) １ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 99,395 (注) ２ 99,395 (注) ２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年10月１日～
平成19年９月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  99,395
資本組入額  49,698 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡については、当社取締
役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項  － －

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
  
既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金
額又は譲渡金額 

  

１株当たりの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



３ 行使条件は次のとおりであります。 

  当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役又は従業員

の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時

において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあることを要する。但し、下記において、当社

の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権利行使できるものとする。 

  (1) 新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。 

  (2) 取締役を退任した場合。 

  (3) 行使期間到来後に従業員が退職した場合。 

  

③ 新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成16年12月10日) 

  

(注) １ 会社が株式分割又は株式併合を行う場合、次の算式により調整される。なお、かかる調整は本新株予約権のうち、当該時

点で権利行使又は消却されていない新株予約権の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果0.01未満の端数が生

じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

２ 会社が時価を下回る価額での新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(本新株予約権及び平成14年４月１日改正前商法

第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使による場合を除く。)は、次の算式により調整される(１円未満の端数切上

げ)。 

  また、株式の分割又は併合が行われる場合、行使価額は分割又は併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調整の

結果１円未満の端数は切り上げる。 

３ 行使条件は次のとおりであります。 

  当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役又は従業員

の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時

において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあることを要する。但し、下記において、当社

の取締役会が特に認めて新株予約権者に書面にて通知したときは権利行使できるものとする。 

  (1) 新株予約権者が当社の子会社又は関連会社に転籍した場合。 

  (2) 取締役を退任した場合。 

  (3) 行使期間到来後に従業員が退職した場合。 

  

  
事業年度末現在
(平成18年６月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年８月31日) 

新株予約権の数(個) 286 286 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数(株)  286 (注) １  286 (注) １ 

新株予約権の行使時の払込金額(円) 105,060 (注) ２ 105,060 (注) ２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年12月12日～
平成20年12月11日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の 
株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格  105,060
資本組入額  52,530 

同左 

新株予約権の行使の条件 (注) ３ (注) ３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡については、当社取締
役会の承認を要するものとす
る。 

同左 

代用払込みに関する事項 － －

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 
  
既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当たり払込金
額又は譲渡金額 

  

１株当たりの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 株式分割(1株を4株に分割) 

２ 新株引受権の権利行使 

３ 平成14年５月22日開催の取締役会決議に基づき、平成14年８月20日付をもって普通株式１株を２株に分割いたしました。

これにより発行済株式総数が23,543.44株増加しております。 

  

(4) 【所有者別状況】 

平成18年６月30日現在 

(注) １ 自己株式51.94株は、「個人その他」に51株、「端株の状況」に0.94株含まれております。 

２ 上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が4株含まれております。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(千円) 

資本金残高
  

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金
残高 
(千円) 

平成13年11月19日 
(注)１ 

17,417.64 23,223.52 ― 647,794 ― 876,189

平成13年７月１日～ 
平成14年６月30日 
(注)２ 

319.92 23,543.44 6,664 654,458 6,664 882,854

平成14年８月20日 
(注)３ 

23,543.44 47,086.88 ― 654,458 ― 882,854

発行価格 41,663円  資本組入額 20,832円  

区分 

株式の状況

端株の状況
(株) 政府及び 

地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数 
(人) 

― 5 12 28 6 ― 5,124 5,175 ―

所有株式数 
(株) 

― 1,711 441 1,063 320 ― 43,548 47,083 3.88

所有株式数 
の割合(％) 

― 3.63 0.94 2.26 0.68 ― 92.49 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成18年６月30日現在 

(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は次のとおりであります。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

田 端 一 宏 愛知県津島市 20,039.98 42.55

水 島 真 理 愛知県春日井市 1,368 2.90

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１丁目２-10 827 1.75

株式会社サンリオ 東京都品川区大崎１丁目６-１ 732 1.55

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社 

東京都中央区晴海１丁目８-11 717 1.52

加 藤 和 明 東京都文京区 650 1.38

矢 沢 徳 仁 東京都文京区 640 1.36

 長谷川 清 高  愛知県西加茂郡三好町 536 1.13

田 端 大 亮 愛知県津島市 384 0.81

田 端 麻 美 愛知県津島市 294 0.62

田 端 春 奈 愛知県津島市 294 0.62

計 ― 26,481.98 56.24

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 
717株



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成18年６月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が、４株含まれています。また、「完

全議決権株式(その他)」の欄の議決権の数には、同機構名義の議決権が４個含まれています。 

２ 「端株」欄の普通株式には、当社所有の自己株式0.94株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 
平成18年６月30日現在 

  

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 51

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 47,032 47,032 ― 

端株 普通株式 3.88 ― ― 

発行済株式総数 47,086.88 ― ― 

総株主の議決権 ― 47,032 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社プライム 

名古屋市東区代官町35番16
号 

51 ― 51 0.1

計 ― 51 ― 51 0.1



(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、新株引受権方式及び新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

① 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役及び従業員に

対して付与することを平成14年９月27日開催の定時株主総会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 新株予約権発行日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権及び平成14年４月１日

改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)は,次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調

整の結果１円未満の端数は切り上げる。上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併または会社分割を行う場

合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するもの

とする。 

２ 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役及び従業員の地位にあることを要する。その他

の条件は、平成14年９月27日開催の第７回定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新

株予約権割当契約の定めるところによる。 

  

決議年月日 平成14年９月27日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役 ４名
当社従業員 22名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項 － 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 

既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当り払込金額 
又は譲渡価額 

  

１株当りの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



② 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役、従業員及び

取引先の役職員に対して付与することを平成15年９月26日開催の定時株主総会において決議されたものでありま

す。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 新株予約権発行日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権及び平成14年４月１日

改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)は,次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調

整の結果１円未満の端数は切り上げる。上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併または会社分割を行う場

合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するもの

とする。 

２ 当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役及び従業員

の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時

において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあることを要する。その他の条件は、平成15年

９月26日開催の第８回定時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約の

定めるところによる。 

決議年月日 平成15年９月26日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役   ４名
当社従業員   30名 
取引先の役職員 ８名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 

既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当り払込金額 
又は譲渡価額 

  

１株当りの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



③ 新株予約権方式によるストックオプション制度 

当該制度は旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、新株予約権方式により、取締役、従業員及び

取引先の役職員に対して付与することを平成16年12月10日開催の臨時株主総会において決議されたものでありま

す。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 新株予約権発行日後、時価を下回る価額で新株の発行又は自己株式の処分を行う場合(新株予約権及び平成14年４月１日

改正前商法第280条ノ19の規定に基づく新株予約権の行使による場合を除く。)は,次の算式により行使価額を調整し、調

整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

また、株式の分割または併合が行われる場合、行使価額は分割または併合の比率に応じ比例的に調整されるものとし、調

整の結果１円未満の端数は切り上げる。上記のほか、新株予約権発行日後に、当社が他社と合併または会社分割を行う場

合等、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、必要かつ合理的な範囲で行使価額を調整するもの

とする。 

２ 当社の取締役あるいは従業員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時において当社の取締役及び従業員

の地位にあることを要する。当社の取引先及び取引先の役職員として新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権行使時

において当社と取引関係があること、あるいは当該会社の役職員の地位にあることを要する。その他の条件は、平成16年

12月10日開催の臨時株主総会決議及び取締役会決議に基づき当社と対象者との間で締結する新株予約権割当契約の定める

ところによる。 

  

  

決議年月日 平成16年12月10日

付与対象者の区分及び人数 
当社取締役   ４名
当社従業員   10名 
取引先の役職員 ３名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2)新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数 同上 

新株予約権の行使時の払込金額 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 譲渡については、当社取締役会の承認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  － 

調整後 
行使価額 

＝ 
調整前 
行使価額 

× 

既発行
株式数 

＋

新規発行又は
処分株式数 

×
１株当り払込金額 
又は譲渡価額 

  

１株当りの時価   

既発行株式数＋新規発行又は処分株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

  
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

    

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

    該当事項はありません。 

  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

 （注）「保有自己株式数」の欄には、端株の買取による自己株式が含まれております。なお、当該株式には、平成18年７月１日か

らこの有価証券報告書提出日までの端株の買取りによる株式数は含まれておりません。 
  

  

【株式の種類等】 旧商法第220条の六による普通株式 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式 0.98 145,040

区分 

当事業年度 当期間 

株式数(株) 
処分価額の総額

(円) 
株式数(株)

処分価額の総額 
(円) 

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式 

― ― ― ― 

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ― 

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式 

― ― ― ― 

その他(  ―  ) ― ― ― ― 

保有自己株式数 51.94 ― 51.94 ― 



３ 【配当政策】 

当社は、当社を取り巻く利害関係者と良好な関係を構築又は維持し、社会に貢献しながら発展していきたいと考え

ております。とりわけ株主の皆様には、経営成績に応じた成果の配分を行うことを基本に、配当性向30％を目処とし

ながらも、継続的な配当が行えるようなバランスを勘案して利益配分を決定してまいります。 

当期の利益配当金につきましては、上記基本方針を斟酌し、損失を計上したことをふまえ無配といたしました。 

内部留保につきましては、経営体質の強化と競合他社との競争力を高めるため、将来の事業展開に向けて有効に活

用していく方針であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) １ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降はジャスダック

証券取引所におけるものであります。なお、日本証券業協会は平成16年12月13日付でジャスダック証券取引所に移行して

おります。 

２ □印、※印は株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

  

回次 第７期 第８期 第９期 第10期 第11期 

決算年月 平成14年６月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 

最高(円) 
3,200,000
□1,080,000 
※405,000 

385,000 264,000 164,000 170,000

最低(円) 
1,850,000
□450,000 
※360,000 

130,000 92,100 98,900 37,850

月別 
平成18年 
１月 

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高(円) 170,000 154,000 114,000 99,700 92,000 55,100

最低(円) 133,000 93,000 90,100 87,000 46,100 37,850



５ 【役員の状況】 

  

(注)１ 監査役中嶋孝、監査役村瀬悟は「会社法第２条第16号及び第335条第３項」に定める社外監査役であります。 

   ２ 監査役村瀬悟は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株) 

代表取締役 
社長   田 端 一 宏 昭和30年12月12日生

平成６年５月 日本ダイレクトマーケティング株

式会社設立 代表取締役 

20,039.98

平成７年７月 当社設立 代表取締役社長就任

(現任) 

平成18年２月 

  

  

平成18年９月 

株式会社パルマファイナンシャル

サービシーズ 代表取締役社長就

任(現任) 

プライムハーバープロダクツ株式

会社 代表取締役社長就任(現任) 

取締役 ホールセール 
事業部長 松 田   健 昭和30年10月27日生

平成７年８月 株式会社ケンズ 取締役 

128

平成９年２月 当社入社営業部長 

平成10年８月 取締役営業部長就任 

平成11年７月 取締役ホールセール事業部長就任

(現任) 

取締役 管理部長 吉 岡 敏 夫 昭和26年10月13日生

平成10年４月 アイサンテクノロジー株式会社管

理部次長 

34平成11年３月 当社入社 

平成11年12月 当社管理部長 

平成12年９月 取締役管理部長就任(現任) 

監査役 
  
常勤 

  中 嶋   孝 昭和12年８月４日生

平成６年２月 大和証券投資信託委託株式会社名

古屋支店長 

4平成９年10月 ユニバーサル証券株式会社(現三

菱UFJ証券株式会社)非常勤顧問 

平成14年９月 当社監査役就任(現任) 

監査役   間 瀬 富治郎 昭和９年７月７日生

平成３年６月 株式会社大広名古屋支社次長兼管

理局長就任 
131

平成８年10月 当社入社顧問 

平成11年９月 監査役就任(現任) 

監査役   村 瀬   悟 昭和25年３月19日生

昭和62年10月 名古屋第一監査法人(現あずさ監

査法人)入社 

－
平成６年12月 村瀬悟会計事務所開設(現任) 

平成12年９月 当社監査役就任(現任) 

平成13年５月 服部香料株式会社監査役就任(現

任) 

計 20,336.98 



６ 【コーポレートガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

当社は、継続的かつ長期的な企業価値の向上を経営の最重要課題と位置づけ、その実現のためには経営の健全性・

効率性及び透明性を高めることが第一義であると考えております。 

健全性については、当社は監査役制度を採用しており、社外監査役2名を含む監査役3名が毎月開催される取締役会

に出席し、取締役の業務執行の監視を行うとともに、必要に応じて会計監査人、弁護士などにアドバイスを求めるな

ど、法律面・企業倫理面での健全性の確保を図っております。また、当社は小規模の組織運営を信条として、各部署

における業務運用手順と職務権限を明確にした各種規程に基づく業務運営により業務執行の適正を確保し、不正誤謬

が発生しないような内部牽制体制を構築しております。 

効率性については、取締役4名体制でFAST＆FLEXIBLEをモットーにスピードある意思決定を行っております。 

透明性については、株主及び投資家に対し、正確かつ公正な企業情報を適時開示しております。今後もガバナンス

に関する基本的な考え方は変わりありません。 

  

(2)役員報酬の内容 

(3)監査報酬 

(4)社外取締役及び社外監査役との関係 

    当社におきましては、社外取締役の就任はありません。 

    また、社外監査役と当社との人的関係、取引関係はありません。 

(5)会計監査の状況 

 ａ．業務を遂行した公認会計士の氏名、所属する監査法人名及び継続監査年数 

    佐藤 孝 （みすず監査法人）（監査年数７年） 

    渡邉泰宏 （みすず監査法人） 

ｂ．監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士  ３名 

    会計士補   ４名 

  

取締役4名に支払った報酬 94,700千円  

監査役3名に支払った報酬 10,590千円（うち社外監査役 2名 8,340千円） 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 11,655千円

上記以外の業務に基づく報酬はありません。  



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、第10期事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第

11期事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しており

ます。 

  ただし、第10期事業年度（平成16年7月1日から平成17年6月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方

法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第5号）附則第２項のただし書きによ

り、改正前の財務諸表等規則を適用しております。 

  

(3) 当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)は、連結財務諸表の作成初年度であるため、以下

に掲げる連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書につい

ては前連結会計年度との対比は行っておりません。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第10期事業年度(平成16年７月１日から平成17年６月30日まで)の

財務諸表については中央青山監査法人の監査を受け、当連結会計年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)

の連結財務諸表及び第11期事業年度(平成17年７月１日から平成18年６月30日まで)の財務諸表についてはみすず監査

法人の監査を受けております。 

なお、平成18年９月１日をもって中央青山監査法人はみすず監査法人に名称を変更しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

    
当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

１ 現金及び預金   1,687,992   

２ 受取手形及び売掛金   607,961   

３ 営業貸付金   961,007   

４ たな卸資産   352,830   

５ その他   177,361   

６ 貸倒引当金   △1,253   

流動資産合計   3,785,900 84.0 

Ⅱ 固定資産     

１ 有形固定資産     

(1) 建物   79,035   

減価償却累計額   28,140 50,894   

(2) 車両運搬具   21,548   

減価償却累計額   12,393 9,155   

(3) 工具器具備品   1,340,584   

減価償却累計額   1,334,999 5,585   

(4) 土地   24,056   

有形固定資産合計   89,692 2.0 

２ 無形固定資産     

(1) ソフトウェア   7,760   

(2) 電話加入権   305   

無形固定資産合計   8,065 0.2 

３ 投資その他の資産     

(1) 投資有価証券   553,879   

(2) 破産債権、更正債権そ 
の他これらに準ずる債権 

  1,388   

(3) 差入保証金    69,494   

(4) その他   659   

(5) 貸倒引当金   △694   

投資その他の資産合計   624,727 13.8 

固定資産合計   722,486 16.0 

資産合計   4,508,387 100.0 

     



  

  

    
当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比 
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

１ 買掛金   489,058   

２ 短期借入金   1,500,000   

３ 一年内返済予定 
  長期借入金 

  33,360   

４ 未払金   483,791   

５ 通貨スワップ負債   147,036   

６ 未払法人税等   2,596   

７ 賞与引当金   4,150   

８ その他流動負債   26,057   

流動負債合計   2,686,050 59.6 

Ⅱ 固定負債     

１ 長期借入金   58,300   

２ 退職給付引当金   15,470   

３ 役員退職給与引当金   85,570   

固定負債合計   159,340 3.5 

負債合計   2,845,391 63.1 

      

(純資産の部)     

Ⅰ 株主資本     

１ 資本金   654,458 14.5 

２ 資本剰余金   882,854 19.6 

３ 利益剰余金   114,823 2.5 

４ 自己株式   △16,360 △0.3 

株主資本合計   1,635,775 36.3 

Ⅱ 評価・換算差額等     

１ その他有価証券評価
  差額金 

  △20,809   

評価・換算差額等合計   △20,809 △0.5 

Ⅲ 少数株主持分   48,030 1.1 

純資産合計   1,662,996 36.9 

負債及び純資産合計   4,508,387 100.0 

     



② 【連結損益計算書】 

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅰ 売上高   9,455,683 100.0 

Ⅱ 売上原価   4,400,218 46.5 

売上総利益   5,055,464 53.5 

Ⅲ 販売費及び一般管理費     

１ 広告宣伝費   3,466,059   

２ 物流費   750,362   

３ 販売手数料   636,309   

４ その他   1,191,611 6,044,342 64.0 

営業損失   △988,877 △10.5 

Ⅳ 営業外収益     

１ 受取利息   13,077   

２ 受取配当金   2,694   

３ 有価証券売却益   35,138   

４ 通貨スワップ評価益   139,019   

５ 為替差益   38,358   

６ その他   28,145 256,434 2.7 

Ⅴ 営業外費用     

１ 支払利息   4,108   

２ 有価証券売却損   23,283   

３ 支払家賃   3,690   

４ その他   2,396 33,478 0.3 

経常損失   △765,921 △8.1 

      



  

  

    
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比 
(％) 

Ⅵ 特別利益     

１ 保険解約益   69,916   

２ 貸倒引当金戻入益   14,530 84,446 0.9 

Ⅶ 特別損失     

１ 固定資産処分損 ※1 13,959   

２ 減損損失 ※2 766,170 780,130 8.3 

税金等調整前 
当期純損失 

  △1,461,605 △15.5 

法人税、住民税 
及び事業税 

  2,140 2,140 0.0 

少数株主損失   4,889 △0.1 

当期純損失   △1,458,857 △15.4 

      



③ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成17年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 1,630,123 △16,215 3,151,220 

連結会計年度中の変動額           

 剰余金の配当     △56,443   △56,443 

 当期純損失     △1,458,857   △1,458,857 

 自己株式の取得       △145 △145 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円)     △1,515,300 △145 △1,515,445 

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 114,823 △16,360 1,635,775 

  
評価・換算差額等 

少数株主
持分 純資産合計 

その他有価証券 
評価差額金 

平成17年６月30日残高(千円) △125,854   3,025,365 

連結会計年度中の変動額       

 剰余金の配当     △56,443 

 当期純損失     △1,458,857 

 自己株式の取得     △145 

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額) 105,045 48,030 153,075 

連結会計年度中の変動額合計 
(千円) 105,045 48,030 △1,362,370 

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 48,030 1,662,996 



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

  

  
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 税金等調整前当期純損失 △1,461,605 
 ２ 減価償却費 5,954 
 ３ 減損損失 766,170 
 ４ 連結調整勘定償却額 18,742 
 ５ 貸倒引当金の減少額 △13,276 
 ６ 賞与引当金の減少額 △100 
 ７ 退職給付引当金の増加額 1,639 
 ８ 役員退職給与引当金の増加額 2,470 
 ９ 受取利息及び受取配当金 △15,772 
 10 支払利息 9,796 
11 為替差額 △38,358 
 12 通貨スワップ負債の減少額 △139,019 
 13 有形固定資産処分損 13,959 
 14 有価証券売却益 △35,138 
 15 有価証券売却損 23,283 
 16 売上債権の減少額 173,030 
 17 営業貸付金の増加額 △961,007 
 18 たな卸資産の減少額 88,571 
 19 仕入債務の増加額 17,884 
 20 未払金の減少額 △137,568 
 21 未払消費税等の減少額 △29,683 
 22 その他 △23,595 

小計 △1,733,624 

 23 利息及び配当金の受取額 15,755 
 24 利息の支払額 △11,778 
 25 法人税等の還付額 △2,368 

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,732,016 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 有価証券の売却による収入 1,178,921 
 ２ 有価証券の取得による支出 △784,154 
 ３ 有形固定資産の売却による収入 2,792 
 ４ 有形固定資産の取得による支出 △246,316 
 ５ ソフトウェアの取得による支出 △67,762 
 ６ 保証金の返還による収入 12,127 
 ７ 保証金の差入による支出 △15,619 
 ８ 連結子会社の取得による収入 2,402 

投資活動によるキャッシュ・フロー 82,392 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 １ 短期借入による収入 3,085,000 
 ２ 短期借入金の返済による支出 △1,591,000 
 ３ 長期借入による収入 100,000 
 ４ 長期借入金の返済による支出 △8,340 
 ５ 自己株式の取得による支出 △145 
 ６ 配当金の支払による支出 △57,560 
 ７ 少数株主による持込収入 34,500 

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,562,454 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 38,358 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額 △48,810 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,366,803 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,317,992 

    



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

当社グループは、当連結会計年度において、売上高9,455,683千円、営業損失

988,877千円、当期純損失においても1,458,857千円を計上することとなりました。

当社は、当連結会計年度より新たに連結財務諸表を作成しておりますが、財務諸表

において３期連続の営業損失を計上するに至りました。当該状況により継続企業の

前提に関する重要な疑義が生じております。 

今後におきましては、主たる事業の効率化を計るため商品開発に労力を割き、事

業全体にその効果が行き渡るよう取り組むとともに、採算性を重視したメディアの

運用に努めてまいります。また、パーミッションマーケティング（CRM）について

は、コスメティックや健康食品分野においてマス・マーケティングとパーミッショ

ン顧客を対象としたワンtoワンマーケティングを基本戦略として事業展開する方針

であり、安定的な売上と利益を計上できる体質への転換を進めております。これら

を実施することにより営業キャッシュ・フローを改善していきたいと考えておりま

す。 

連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の

影響を連結財務諸表には反映しておりません。 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 連結の範囲に関する事項  連結子会社の数   ２社 

 連結子会社の名称 

  株式会社パルマファイナンシャルサービシーズ 

 プライムハーバープロダクツ株式会社 

２ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事

項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致して

おります。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  

 ① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場価格等にもとづく

時価法（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法により算

定）を採用しております。 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

なお、投資事業有限責任組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるもの）については、組合契約に規

定される決算報告日に応じて入手可能な最

近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

   ② たな卸資産 

  商品 

   移動平均法による原価法 

  貯蔵品 

   最終仕入原価法による原価法 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方

法 

 ① 有形固定資産 

定率法（ただし、平成 10 年４月１日以降に取

得した建物（建物附属設備を除く）については

定額法）を採用しております。 

 ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（5年）に基づく定額

法を採用しております。 



  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

(3) 重要な引当金の計上基準  ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については債権の回収可能性

を個別に検討して計上しております。 

 ② 賞与引当金 

 従業員の賞与の支払に備えるため、支給見込額

基準により計上しております。 

 ③ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年

度末における退職給付債務に基づき当連結会

計年度末において発生していると認められる

額を計上しております。 

 ④ 役員退職給与引当金 

  役員の退職金の支払に備えるため、内規に

基づく期末要支払額を計上しております。な

お、平成17年9月27日付をもって役員退職慰労

金制度を廃止いたしましたので、引当金計上

額は制度廃止日に在任している役員に対する

支給見込額であります。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法  ① ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。当連結会

計年度においてヘッジ対象の予定取引の実行可

能性を見直した結果、ヘッジ会計を終了してお

ります。 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 ――― 通貨スワップ取引 

  ヘッジ対象 ――― 外貨建予定取引 

 ③ ヘッジ方針 

通貨スワップは、円貨による支払額を確定させ

るためのものであり、リスクは発生しておりま

せん。 

取引の実行管理は、管理部で行っており、リス

ク管理に対しては、稟議等による規制管理を行

っております。 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

通貨スワップ取引の執行、管理については、取

引権限及び取引限度額を定めた社内規程に従

い、管理部が決裁権限者の承認を得て行ってお

り、ヘッジ有効性の評価を行っております。 

  



  

  

  

会計処理の変更 

  

項目 
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

(6) その他連結財務諸表作成のための重

要な事項 

消費税等の処理方法 

 税抜方式を採用しております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に

関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面

時価評価法によっております。 

６ 連結調整勘定の償却に関する事項 連結調整勘定は、発生年度に一括償却処理する

方法によっております。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金の範囲 

手許現金、要求払預金及び取得日から3ヶ月以内

に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない短期的な投資を資金の範囲

としております。 

    

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用して

おります。 

 これにより税金等調整前当期純損失は766,170千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸表規則に基づき各資産の金額から

直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当連結会計年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成 17年 12月９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 17年 12月９日 企業会計基準適

用指針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,614,965千円であります。 

 なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資産の部については、改正後の連結財

務諸表規則により作成しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

1 当社グループは、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行２行と貸出コミットメント

契約を締結しております。 

  当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借入金未実行残高等は次のとおりで

あります。 

  

  

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引残高 600,000千円 



(連結損益計算書関係) 

  

  

(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度（自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日） 
1.発行済株式の種類及びに総数に関する事項 

(注)自己株式の普通株式の増加数0.98株は、端株の買取による増加であります。 

  
2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 
  当連結会計年度における新株予約権の目的となる株式の数が発行済株式総数に対して重要性が乏しいため、注記を
省略しております。 

  
3.配当に関する事項 
 配当金支払額 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※1 固定資産処分損の内容 

  

※2 減損損失 

   当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

当社グループは、資産グループを事業用資産及び賃貸用資産に分類しております。事業

用資産は営業利益が継続してマイナスであり、将来の営業キャッシュフローもマイナスが

見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失（766,170千円）として特別損失に計上いたし

ました。 

減損損失の内訳は、建物40,941千円、工具器具備品569,624千円、ソフトウェア147,546

千円、商標権5,858千円、電話加入権2,199千円であります。 

建物 7,529千円 

車両運搬具 1,692千円 

工具器具備品 4,737千円 

計 13,959千円 

用  途 種  類 場  所

事業用資産 

建物付属設備 

工具器具備品 

ソフトウェア 

商標権 

電話加入権 

名古屋市東区

  
当連結会計年度始 
株式数(株) 

当連結会計年度
増加株式数(株) 

当連結会計年度
減少株式数(株) 

当連結会計年度末 
株式数(株) 

発行済株式 
 普通株式 

47,086.88 － － 47,086.88

合計 47,086.88 － － 47,086.88

自己株式 
 普通株式 

50.96 0.98 － 51.94

合計 50.96 0.98 － 51.94

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

1株当たり
配当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成17年9月27日 
定時株主総会 

普通株式 56,443 1,200 平成17年6月30日 平成17年9月28日 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  

現金及び預金 1,687,992千円

預金期間が3ヶ月を超える定期預金 △ 370,000千円

現金及び現金同等物 1,317,992千円

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 

 リース資産の事業内容における重要性が低いこと及びリース契約１件当たりの金額が小額な

ため、注記の対象から除いております。 

  



(有価証券関係) 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

(注) 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合は減損の対象と

し、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 
  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 
  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 
  

  種類
取得原価
(千円) 

連結貸借対照表
計上額 
(千円) 

差額 
(千円) 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

(1) 株式 ― ― ―

  (2) その他 137,179 146,736 9,557

  小計 137,179 146,736 9,557

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

(1) 株式 67,213 46,567 △20,645

  (2) 債券 49,960 45,575 △4,384

  (3) その他 220,943 202,499 △18,443

  小計 338,116 294,642 △43,474

合計 475,296 441,379 △33,917

売却額 
(千円) 

売却益の合計
(千円) 

売却損の合計 
(千円) 

1,254,545 35,138 23,283

  
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券  

  非上場株式 112,500

合計 112,500

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

１ 債券    

社債 45,575 ― ― ―

２ その他    

投資信託 ― 94,962 34,348 58,359

合計 45,575 94,962 34,348 58,359



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

当連結会計年度
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

(1) 取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で、輸入取引の仕入代金の支払に係

わる通貨スワップ取引を利用しております。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的として利用して

おり、投機的な取引は行なわない方針であります。 

  

(3) 取引の利用目的 

  当社のデリバティブ取引は、通貨関連で外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避し、安定

的な利益の確保を図る目的で利用しております。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。当連結会計年度においてヘッジ対象の予定取引の

実行可能性を見直した結果、ヘッジ会計を終了しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…通貨スワップ 

ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 ③ヘッジ方針 

 通貨スワップは、円貨による支払額を確定させるためのものであり、リスクは発生してお

りません。 

取引の実行管理は、管理部で行っており、リスク管理に対しては、稟議等による規制管理

を行っております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  通貨スワップ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内規程

に従い、管理部が決裁権限者の承認を得て行っており、ヘッジ有効性の評価を行っており

ます。 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

  通貨スワップ取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、これらの取

引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行によるリスク

はほとんどないと認識しております。 

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ル

ールに従い、管理担当部門が決裁権限者の承認を得て行なっております。 

  

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  当社は、取引銀行より評価損益通知書を受けて取引の時価等を管理しております。 



２ 取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連                                       （単位：千円） 

（注）1 通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。 

2 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

(退職給付関係) 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

親会社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務の額に関する事項(平成18年６月30日現在) 

退職給付債務   15,470千円 

退職給付引当金  15,470    

(注)  親会社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用   4,647千円 

勤務費用     4,647    

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

親会社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  

区分 種類 契約額等 時価 評価損益 
1年超

市場取引 
以外の取引 

通貨スワップ取引 
米ドル 

4,343,931 3,332,274 △147,036 △147,036

合計 4,343,931 3,332,274 △147,036 △147,036



(税効果会計関係) 

  

  

当連結会計年度
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 繰越欠損金 869,447千円

 商品評価損 47,355千円

 通貨スワップ評価損 58,814千円

 その他 361千円

繰延税金資産小計 975,978千円

 評価性引当額 △975,978千円

繰延税金資産合計 ―千円

  

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金 6,188千円

 役員退職給与引当金 34,228千円

 その他有価証券評価差額金 8,323千円

 減損損失 184,413千円

 その他 3,017千円

繰延税金資産小計 236,170千円

評価性引当額 △236,170千円

繰延税金資産合計 ―千円

  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目

別の内訳 

  税金等調整前当期純損失のため、記載を省略しております。  



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  

（注）1 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

   2 各区分の主な商品 

   (1) 物販事業   日用雑貨、運動器具、健康器具 

   (2) 金融事業   金融商品 

   3 当連結会計年度におきましては減損損失766,170千円を計上しており、各セグメントへの影響額は以下のとおりでありま

す。 

(1) 物販事業   766,170千円 

  

  

【所在地別セグメント情報】 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  

在外連結子会社及び在外支店がないため、所在地別セグメント情報を記載しておりません。 

  

  

【海外売上高】 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

  

  

  

  

  

  

  
物販事業 

（千円） 

金融事業 

（千円） 

計 

（千円） 

消去又は 

全社 

（千円） 

計 

（千円） 

Ⅰ 売上高及び営業損益 

 売上高 

  (1)外部顧客に対する売上高 

  (2)セグメント間の内部売上高 

    又は振替高 

  

  

9,417,848 

－ 

  

  

37,834 

－ 

  

  

9,455,683 

－ 

  

  

－ 

－ 

  

  

9,455,683 

－ 

  計 9,417,848 37,834 9,455,683 － 9,455,683 

 営業費用 10,384,115 60,445 10,444,560 － 10,444,560 

 営業損失（△） △966,267 △22,610 △988,877 － △988,877 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本的支出 

 資産 

 減価償却費 

 資本的支出 

  

3,424,596 

4,314 

297,153 

  

1,083,790 

1,640 

17,230 

  

4,508,387 

5,954 

314,384 

  

－ 

－ 

－ 

  

4,508,387 

5,954 

314,384 



【関連当事者との取引】 

当連結会計年度(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

  役員及び個人主要株主等 

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   2．取引条件及び取引条件の決定方針等 

不動産の賃貸については、当社所有の社宅を賃貸したもので、賃貸料は役員社宅管理規程により決定しております。 

      

  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合（％） 

関係内容
取引
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末
残高 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 水島真理 ― ― 
当社取締役
メディア営
業事業部長 

（被所有）
直接2.91 

― ―
不動産
の賃貸 

3,600 ― ―



(ストック・オプション、自社株式オプション又は自社の株式の付与又は交付関係) 

当連結会計年度（自 平成17年7月1日 至 平成18年6月30日） 
1.ストックオプションの内容 

  
 2.ストックオプションの規模及びその変動状況 

(単位：株) 

  

3.単価情報 
(単位：円) 

 （注）記載金額は、表示単位未満を切捨てて表示しております。 

  

  
平成13年 

ストック・オプション 

平成14年 

ストック・オプション 

平成15年 

ストック・オプション 

平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の 

区分及び数 

当社取締役4名 

及び従業員18名 

当社取締役4名 

及び従業員22名 

当社取締役4名、 

従業員30名及び 

取引先役職員8名 

当社取締役4名、 

従業員10名及び 

取引先役職員3名 

株式の種類及び 

付与数 

普通株式 

656株 

普通株式 

250株 

普通株式 

300株 

普通株式 

300株 

付与日 平成13年12月10日 平成15年7月24日 平成16年3月25日 平成16年12月17日 

権利確定条件 

権利行使時においても

当社の取締役又は従業

員であること。 

権利行使時においても

当社の取締役又は従業

員であること。 

権利行使時においても

当社の取締役、従業員

又は取引関係がありか

つ役職員であること。 

権利行使時においても

当社の取締役、従業員

又は取引関係がありか

つ役職員であること。 

対象勤務期間 
平成13年12月10日より 

平成15年9月30日まで 

平成15年7月24日より 

平成16年9月30日まで 

平成16年3月25日より 

平成17年9月30日まで 

平成16年12月17日より 

平成18年12月11日まで 

権利行使期間 
平成15年10月1日より 

平成17年9月30日まで 

平成16年10月1日より 

平成18年9月30日まで 

平成17年10月1日より 

平成19年9月30日まで 

平成18年12月12日より 

平成20年12月11日まで 

  
平成13年

ストック・オプション 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年 

ストック・オプション

権利確定前   

 期首 － － 273 300

 付与 － － － －

 失効 － － － 14

 権利確定 － － 273 －

 未確定残 － － － 286

権利確定後   

 期首 566 220 － －

 権利確定 － － 273 －

 権利行使 － － － －

 失効 566 16 14 －

 未行使残 － 204 259 －

  
平成13年

ストック・オプション 
平成14年

ストック・オプション
平成15年

ストック・オプション
平成16年 

ストック・オプション

  権利行使価格 265,225 185,400 99,395 105,060



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

  

項目 当連結会計年度

１株当たり純資産額 35,356円61銭 

１株当たり当期純利益 △31,016円11銭 

  
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益に

ついては、希薄化効果を有している潜在株式が存

在しないこと及び当期純損失が計上されているた

め記載しておりません。 

  
当連結会計年度

(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益   

当期純損失(千円) △1,458,857 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― 

普通株式に係る当期純損失(千円) △1,458,857 

普通株式の期中平均株式数(株) 47,035.47 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ― 

当期純利益調整額（千円） ― 

普通株式増加数（株） 

（うち新株予約権方式によるストック

オプション（株）） 

― 

  

（―） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり当期純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ20ならびに商法第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権 204株 

平成14年9月27日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商法第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権 259株 

平成15年9月26日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商法第280条

ノ21の規定に基づく新株予約権 286株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議 



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

    該当事項はありません。  

  

【借入金等明細表】 

  

（注）１ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

   ２ 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く）の連結決算日後５年内における１年ごとの返済予定額の総額 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期末残高
(千円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 ― 1,500,000 1.49 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 ― 33,360 1.88 ― 

長期借入金（１年以内に返済予定
のものを除く） 

― 58,300 1.88
平成19年7月31日～ 
平成21年3月31日  

合計 ― 1,591,660 ― ― 

１年超２年以内 
(千円) 

２年超３年以内
(千円) 

３年超４年以内
(千円) 

４年超５年以内 
(千円) 

33,360 24,940 ― ―



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  
第10期

(平成17年６月30日) 
第11期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

 １ 現金及び預金  1,736,803 1,569,743  

 ２ 受取手形  97,523 49,514  

 ３ 売掛金  683,468 555,279  

 ４ 商品  436,885 348,936  

 ５ 貯蔵品  4,516 4,074  

 ６ 前渡金  17,181 21,554  

 ７ 短期貸付金 ※３  ― 1,000,000  

 ８ 前払費用  11,812 15,830  

 ９ 未収入金  13,882 75,623  

 10 未収消費税  ― 57,778  

 11 その他  3,604 3,822  

 12 貸倒引当金  △14,530 ―  

   流動資産合計  2,991,149 65.6 3,702,157 82.7

Ⅱ 固定資産     

 １ 有形固定資産     

  (1) 建物 130,106 76,990    

    減価償却累計額 43,144 86,962 28,034 48,955  

  (2) 車両運搬具 21,397 21,548    

    減価償却累計額 10,969 10,427 12,393 9,155  

  (3) 工具器具備品 1,703,983 1,334,157    

    減価償却累計額 1,349,473 354,510 1,334,157 ―  

  (4) 土地  24,056 24,056  

   有形固定資産合計  475,957 10.4 82,168 1.8

 ２ 無形固定資産     

  (1) ソフトウェア  88,236 ―  

  (2) 電話加入権  2,199 ―  

  (3) 商標権  5,858 ―  

   無形固定資産合計  96,294 2.1 ― ―

 ３ 投資その他の資産     

  (1) 投資有価証券  907,221 553,879  

  (2) 関係会社株式  ― 83,000  

  (3) 破産債権、更生債権 
    その他これらに準ずる 
    債権 

 1,388 1,388  

  (4) 差入保証金  59,295 56,787  

  (5) その他  32,293 472  

  (6) 貸倒引当金  △694 △694  

   投資その他の資産合計  999,505 21.9 694,834 15.5

   固定資産合計  1,571,757 34.4 777,002 17.3

   資産合計  4,562,907 100.0 4,479,160 100.0

      



  

  
第10期

(平成17年６月30日) 
第11期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

 １ 買掛金 ※３  471,174 489,145  

 ２ 短期借入金  ― 1,500,000  

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金 

 ― 33,360  

 ４ 未払金  623,421 483,961  

 ５ 未払費用  6,705 9,555  

 ６ 通貨スワップ負債  286,056 147,036  

 ７ 未払法人税等  7,055 2,355  

 ８ 未払消費税等  29,683 ―  

 ９ 預り金  12,263 10,776  

 10 賞与引当金  4,250 4,150  

   流動負債合計  1,440,610 31.6 2,680,340 59.8

Ⅱ 固定負債     

 １ 長期借入金   ― 58,300  

 ２ 退職給付引当金   13,831 15,470  

 ３ 役員退職給与引当金  83,100 85,570  

   固定負債合計  96,931 2.1 159,340 3.6

   負債合計  1,537,541 33.7 2,839,681 63.4

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※１  654,458 14.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金     

１ 資本準備金  882,854 ―  

資本剰余金合計  882,854 19.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金     

１ 利益準備金  100,000 ―  

２ 任意積立金     

  (1) 別途積立金 1,409,117 1,409,117 ― ―  

３ 当期未処分利益  121,005 ―  

利益剰余金合計  1,630,123 35.7 ― ―

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金 

 △125,854 △2.8 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２  △16,215 △0.3 ― ―

資本合計  3,025,365 66.3 ― ―

  負債・資本合計  4,562,907 100.0 ― ―
      



  

  

  
第10期

(平成17年６月30日) 
第11期 

(平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)             

Ⅰ 株主資本             

１ 資本金   ―     654,458 14.6 

２ 資本剰余金             

(1) 資本準備金 ―     882,854     

資本剰余金合計   ―     882,854 19.7 

３ 利益剰余金             

(1) 利益準備金 ―     100,000     

(2) その他利益剰余金             

別途積立金 ―     1,409,117     

繰越利益剰余金 ―     △1,369,781     

利益剰余金合計   ―     139,335 3.1 

４ 自己株式   ―     △16,360 △0.3 

株主資本合計   ―     1,660,288 37.1 

Ⅱ 評価・換算差額等             

１ その他有価証券評価 
  差額金 

  ―     △20,809   

評価・換算差額等合計   ―     △20,809 △0.5 

純資産合計   ―     1,639,478 36.6 

負債・純資産合計   ― ―   4,479,160 100.0 

      



② 【損益計算書】 
  

  
  

  
第10期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高  12,822,324 100.0 9,417,848 100.0
Ⅱ 売上原価     
 １ 商品期首たな卸高 726,368 436,885    
 ２ 当期商品仕入高 5,064,809 4,306,744    
   合計 5,791,178 4,743,629    
 ３ 商品期末たな卸高 436,885 5,354,293 41.8 348,936 4,394,692 46.7
   売上総利益  7,468,030 58.2 5,023,156 53.3
Ⅲ 販売費及び一般管理費     
 １ 販売手数料 658,727 636,309    
 ２ 広告宣伝費 4,452,117 3,466,039    
 ３ 物流費 977,960 750,356    
 ４ 役員報酬 86,160 105,290    
 ５ 給与手当及び賞与 174,775 167,894    
 ６ 賞与引当金繰入額 4,250 4,150    
７ 退職給付費用 5,467 4,647    
 ８ 役員退職給与引当金 
   繰入額 

9,880 2,470    

 ９ 福利厚生費 31,966 28,903    
 10 旅費交通費 30,668 32,811    
 11 通信費 125,667 101,835    
 12 減価償却費 316,163 4,314    
 13 消耗品費 12,979 17,864    
 14 支払手数料 156,907 152,996    
 15 貸倒引当金繰入額 3,558 ―    
 16 その他 599,713 7,646,963 59.6 512,017 5,987,900 63.6
   営業損失  178,932 △1.4 964,744 △10.2
Ⅳ 営業外収益     
 １ 受取利息 269 8,897    
 ２ 有価証券利息 9,270 12,794    
 ３ 受取配当金 1,453 2,694    
 ４ 有価証券売却益 231,856 35,138    
 ５ 受取手数料 4,424 4,227    
 ６ 通貨スワップ評価益 95,924 139,019    
 ７ 為替差益 ― 38,358    
 ８ 雑収入 18,599 361,798 2.8 19,900 261,030 2.8
Ⅴ 営業外費用     
 １ 支払利息 5,413 9,763    
 ２ 有価証券売却損 21,809 23,283    
 ３ 為替差損 2,358 ―    
 ４ 雑損失 9,701 39,283 0.3 ― 33,046 0.4
   経常利益又は 
   経常損失(△) 

 143,582 1.1 △736,760 △7.8

Ⅵ 特別利益     
 １ 固定資産売却益 ※１ 119 ―    
 ２ 保険解約益 ― 69,916    
 ３ 貸倒引当金戻入益 ― 119 0.0 14,530 84,446 0.9
Ⅶ 特別損失     
 １ 固定資産処分損 ※２ 20,796 13,959    
 ２ 減損損失 ※３ ― 20,796 0.2 766,170 780,130 8.3
   税引前当期純利益又は 

税引前当期純損失(△) 
 122,905 0.9 △1,432,444 △15.2

   法人税、住民税及び 
   事業税 

1,900 1,900 0.0 1,900 1,900 0.0

   当期純利益又は 
   当期純損失(△) 

 121,005 0.9 △1,434,344 △15.2

   当期未処分利益  121,005 ―  
          



③ 【キャッシュ・フロー計算書】 

当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表に記載しております。 

  

  
第10期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
 １ 税引前当期純利益 122,905 
 ２ 減価償却費 316,163 
 ３ 貸倒引当金の増加額 3,558 
 ４ 賞与引当金の増加額 240 
 ５ 退職給付引当金の増加額 3,880 
 ６ 役員退職給与引当金の増加額 9,880 
 ７ 受取利息及び受取配当金 △10,993 
 ８ 支払利息 5,413 
 ９ 通貨スワップ負債の減少額 △95,924 
 10 有形固定資産処分損 20,796 
 11 有形固定資産売却益 △119 
 12 有価証券売却益 △231,856 
 13 有価証券売却損 21,809 
 14 売上債権の増加額 △199,976 
 15 たな卸資産の減少額 291,841 
 16 仕入債務の増加額 171,403 
 17 未払金の増加額 56,857 
 18 未払消費税等の増加額 70,674 
 19 その他 △9,762 
    小計 546,789 
 20 利息及び配当金の受取額 10,628 
 21 利息の支払額 △5,241 
 22 法人税等の還付額 1,950 
   営業活動によるキャッシュ・フロー 554,126 
    
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   
 １ 有価証券の売却による収入 766,803 
 ２ 有価証券の取得による支出 △401,478 
 ３ 有形固定資産の売却による収入 1,960 
 ４ 有形固定資産の取得による支出 △267,151 
 ５ ソフトウェアの取得による支出 △6,540 
 ６ 保証金の返還による収入 2,187 
 ７ 保証金の差入による支出 △2,212 
   投資活動によるキャッシュ・フロー 93,569 
    
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   
 １ 短期借入れによる収入 1,500,000 
 ２ 短期借入金の返済による支出 △2,100,000 
 ３ 配当金の支払による支出 △1,010 
   財務活動によるキャッシュ・フロー △601,010 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △2,367 
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 44,318 
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,322,485 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 1,366,803 
    



④ 【利益処分計算書】 

  

(注) 日付は株主総会承認年月日によるものであります。 

  

    
第10期

(平成17年９月27日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益   121,005 

Ⅱ 利益処分額     

 １ 配当金   56,443   

    56,443 

Ⅲ 次期繰越利益   64,562 

      



⑤ 【株主資本等変動計算書】 

第11期(自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日) 

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 資本剰余金合計 

平成17年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当       

 当期純損失       

 自己株式の取得       

事業年度中の変動額合計(千円)       

平成18年６月30日残高(千円) 654,458 882,854 882,854 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金合計

別途積立金 繰越利益剰余金

平成17年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 121,005 1,630,123 △16,215 3,151,220 

事業年度中の変動額             

 剰余金の配当     △56,443 △56,443   △56,443 

 当期純損失     △1,434,344 △1,434,344   △1,434,344 

 自己株式の取得         △145 △145 

事業年度中の変動額合計(千円)     △1,490,787 △1,490,787 △145 △1,490,932 

平成18年６月30日残高(千円) 100,000 1,409,117 △1,369,781 139,335 △16,360 1,660,288 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 
有価証券 
評価差額金 

評価・換算
差額等合計 

平成17年６月30日残高(千円) △125,854 △125,854 3,025,365 

事業年度中の変動額       

 剰余金の配当     △56,443 

 当期純損失     △1,434,344 

 自己株式の取得     △145 

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額) 105,045 105,045 105,045 

事業年度中の変動額合計(千円) 105,045 105,045 △1,385,887 

平成18年６月30日残高(千円) △20,809 △20,809 1,639,478 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 
  

  

  

第10期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

該当事項はありません。 当社は、当事業年度において、売上高9,417,848千円

（前事業年度12,822,324千円）、営業損失964,744千円

（前事業年度178,932千円の営業損失）となり、３期連

続の営業損失を計上するに至りました。 

また、当期純損失においても1,434,344千円（前事業

年度は当期純利益121,005千円）を計上することとな

り、継続企業の前提に関する重要な疑義が生じており

ます。 

今後におきましては、主たる事業の効率化を図るた

め商品開発に労力を割き、事業全体にその効果が行き

渡るよう取り組むとともに、採算性を重視したメディ

アの運用に努めてまいります。また、パーミッション

マーケティング（ＣＲＭ）については、コスメティッ

クや健康食品分野においてマス・マーケティングとパ

ーミッション顧客を対象としたワンtoワンマーケティ

ングを基本戦略として事業展開する方針であり、安定

的な売上と利益を計上できる体質への転換を進めてお

ります。これらを実施することにより営業キャッシ

ュ・フローを改善していきたいと考えております。 

財務諸表は継続企業を前提として作成されており、この

ような重要な疑義の影響を財務諸表には反映しておりま

せん。 



重要な会計方針 

  

項目 
第10期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式 

－ 

(2) その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しており

ます。 

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用

しております。 

(1) 子会社株式 

  移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直入

法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定)を採用してお

ります。 

  時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 商品 

  移動平均法による原価法 

(2) 貯蔵品 

  最終仕入原価法による原価法 

(1) 商品 

同左 

(2) 貯蔵品 

同左 

３ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く）については定額法）を採

用しております。 

なお、耐用年数については、法人税

法に規定する方法によっておりま

す。 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  定額法を採用しております。 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実績

率等により、貸倒懸念債権等特定の

債権については債権の回収可能性を

個別に検討して計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与の支払に備えるた

め、支給見込額基準により計上して

おります。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  (3) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当事業年度末における退職給付債務

に基づき当事業年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。なお、当社は簡便法によ

り退職給付引当金を設定しておりま

す。 

(3) 退職給付引当金 

同左 

  (4) 役員退職給与引当金 

  役員の退職金の支払に備えるた

め、内規に基づく期末要支払額を計

上しております。 

(4) 役員退職給与引当金 

同左 

  

  

  なお、平成17年9月27日付をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止いたし

ましたので、引当金計上額は制度廃

止日に在任している役員に対する支

給見込額であります。 



  

  

項目 
第10期

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。なお、通貨スワップについて

は、振当処理の要件を満たしている

場合は振当処理を採用しておりま

す。 

(1) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しておりま

す。当連結会計年度においてヘッジ

対象の予定取引の実行可能性を見直

した結果、ヘッジ会計を終了してお

ります。 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段   ヘッジ対象 

通貨スワップ   外貨建予定取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

  通貨スワップは、円貨による支払

額を確定させるためのものであり、

リスクは発生しておりません。 

  取引の実行管理は、管理部で行っ

ており、リスク管理に対しては、稟

議等による規制管理を行っておりま

す。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

  通貨スワップ取引の執行、管理に

ついては、取引権限及び取引限度額

を定めた社内規程に従い、管理部が

決裁権限者の承認を得て行ってお

り、ヘッジ有効性の評価を行ってお

ります。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３ヶ月以内に満期日の到来する流動

性の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資を資金の範

囲としております。 

――― 

８ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。 

消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

  

第10期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

－ （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成 14 年８月９日））及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用し

ております。この変更は、同会計基準及び同適用指針が

当事業年度より適用されることになったことに伴うもの

であります。 

 これにより税引前当期純損失は 766,170 千円増加して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除しております。 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成 17 年 12 月

９日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計

基準委員会 平成 17 年 12 月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

 従来の「資本の部」の合計に相当する金額は

1,639,478千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度に

おける貸借対照表の純資産の部については、改正後の

財務諸表等規則により作成しております。 

第10期 
(平成17年６月30日) 

第11期
(平成18年６月30日) 

 従来、投資事業有限責任組合等への出資については、

「出資金」に含めて表示しておりましたが、「証券取引

法等の一部を改正する法律」（平成16年６月９日法律第

97号）により当該出資分が有価証券と定義されたことに

伴い、当事業年度から「投資有価証券」に含めて表示し

ております。なお、当事業年度における貸借対照表計上

額は99,017千円です。 

－ 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

  

(損益計算書関係) 

  

第10期 
(平成17年６月30日) 

第11期
(平成18年６月30日) 

※１ 会社が発行する株式及び発行済株式の総数 

会社が発行する株式総数 普通株式184,000株

発行済株式総数 普通株式47,086.88株

※１         ――― 

    

※２ 自己株式 

   当社が保有する自己株式の数は、普通株式50.96

株であります。 

※２         ――― 

  

――― 

  

  

  

――― 

  

  

※３ 関係会社に対する債権、債務 

    短期貸付金       1,000,000千円 

    買掛金           2,974千円 

  

４ 貸出コミットメント契約に係る借入金未実行残高

等 

貸出コミットメントの借入枠総額 600,000千円 

借入実行残高 －千円 

差引残高 600,000千円 

第10期 
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

第11期
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

※１ 固定資産売却益の内容 

※２ 固定資産処分損の内容 

  

  

――― 

 車両運搬具 119千円

   

 工具器具備品 20,796千円

   

※１         ――― 

  

  

※２ 固定資産処分損の内容 

※３ 減損損失の内容 

 当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上

しました。 

当社は、資産グループを事業用資産及び賃貸用資産に

分類しております。事業用資産は営業利益が継続してマ

イナスであり、将来の営業キャッシュフローもマイナス

が見込まれるため、帳簿価額の全額を減損損失

（766,170千円）として特別損失に計上いたしました。 

減損損失の内訳は、建物40,941千円、工具器具備品

569,624千円、ソフトウェア147,546千円、商標権

5,858千円、電話加入権2,199千円であります。 

建物 7,529千円

車両運搬具 1,692千円

工具器具備品 4,737千円

計 13,959千円

用  途 種  類 場  所 

事業用資産

建物付属設備 

工具器具備品 

ソフトウェア 

商標権 

電話加入権 

名古屋市東区 



(株主資本等変動計算書関係) 

  

第11期 

( 自 平成17年 7月 1日至 平成18年 6月30日 )
（自己株式の種類及び株式数に間する事項） 

(注)自己株式の普通株式の増加数0.98株は、端株の買取による増加であります。 

  

  
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度
増加株式数(株) 

当事業年度
減少株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

自己株式 
 普通株式 

50.96 0.98 － 51.94 

合計 50.96 0.98 － 51.94 



(キャッシュ・フロー計算書関係) 

当事業年度における「キャッシュ・フロー計算書」については、連結財務諸表における注記事項として記載

しております。 

  

  

(リース取引関係) 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記 

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引でありますので、金額の記載は省略しておりま

す。 

第11期(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に係わる注記 

内容の重要性が乏しく、契約１件当たりの金額が少額なリース取引でありますので、金額の記載は省略しておりま

す。 

  

(有価証券関係) 

当事業年度に係る「有価証券関係」(子会社及び関連会社株式で時価のあるものは除く。)については、連結

財務諸表における注記事項として記載しております。 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

有価証券 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 時価のある有価証券については、個々の銘柄の有価証券の時価が取得原価に比べ50％以上下落している場合は減損の対象と

し、30％以上下落した場合は回復可能性の判断の対象とし、減損の要否を判断しています。 

第10期
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

貸借対照表上の現金及び預金勘定期末残高とキャッシュ・フロー計算書上の現金及び現金同

等物期末残高との調整 

現金及び預金勘定 1,736,803千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △370,000千円

現金及び現金同等物 1,366,803千円

  種類
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

貸借対照表計上額が取
得原価を超えるもの 

(1) 株式 420 1,260 840

  (2) その他 124,218 133,772 9,554

  小計 124,638 135,032 10,394

貸借対照表計上額が取
得原価を超えないもの 

(1) 株式 35,678 30,400 △5,278

  (2) 債券  

   ① 社債 649,960 519,289 △130,670

  (3) その他 10,300 10,000 △300

  小計 695,938 559,689 △136,249

合計 820,576 694,721 △125,854



２ 当事業年度中に売却したその他有価証券(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

  

  

３ 時価のない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額 

  

  

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

第11期(自平成17年７月１日 至平成18年６月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

売却額 
(千円) 

売却益の合計
(千円) 

売却損の合計 
(千円) 

766,803 231,856 21,809

  
貸借対照表計上額

(千円) 

その他有価証券  

  非上場株式 112,500

  非上場外国債券 100,000

合計 212,500

  
１年以内 
(千円) 

１年超５年以内
(千円) 

５年超10年以内
(千円) 

10年超 
(千円) 

１ 債券    

社債 ― 43,717 ― ―

その他 ― ― ― 100,000

２ その他    

投資信託 ― ― 10,463 ―

合計 ― 43,717 10,463 100,000



(デリバティブ取引関係) 

当事業年度における「デリバティブ取引関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載して

おります。 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

第10期
(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

(1) 取引の内容 

  当社の利用しているデリバティブ取引は、通貨関連で、輸入取引の仕入代金の支払に係

わる通貨スワップ取引を利用しております。 

  

(2) 取引に対する取組方針 

  当社のデリバティブ取引は、将来の為替の変動によるリスク回避を目的として利用して

おり、投機的な取引は行なわない方針であります。 

  

(3) 取引の利用目的 

  当社のデリバティブ取引は、通貨関連で外貨建金銭債務の為替変動リスクを回避し、安

定的な利益の確保を図る目的で利用しております。 

  なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行っております。 

 ①ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、通貨スワップについては、振当処理の要件

を満たしている場合は振当処理を採用しております。 

 ②ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段…通貨スワップ 

  ヘッジ対象…外貨建予定取引 

 ③ヘッジ方針 

  通貨スワップは、円貨による支払額を確定させるためのものであり、リスクは発生して

おりません。 

  取引の実行管理は、管理部で行っており、リスク管理に対しては、稟議等による規制管

理を行っております。 

 ④ヘッジ有効性評価の方法 

  通貨スワップ取引の執行、管理については、取引権限及び取引限度額を定めた社内規程

に従い、管理部が決裁権限者の承認を得て行っており、ヘッジ有効性の評価を行っており

ます。 

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

  通貨スワップ取引は為替相場の変動によるリスクを有しております。なお、これらの取

引の契約先は信用度の高い金融機関に限っているため、相手先の契約不履行によるリスク

はほとんどないと認識しております。 

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

  デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた社内ル

ールに従い、管理担当部門が決裁権限者の承認を得て行なっております。 

  

(6) 取引の時価等に関する事項についての補足説明 

  当社は、取引銀行より評価損益通知書を受けて取引の時価等を管理しております。 



２ 取引の時価等に関する事項 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

通貨関連                                       （単位：千円） 

（注）1 通貨スワップ取引の時価は、契約を約定した金融機関から提示された価格によっております。 

2 ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いております。 

  

(退職給付関係) 

当事業年度における「退職給付関係」については、連結財務諸表における注記事項として記載しておりま

す。 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を採用しております。 

  

２ 退職給付債務の額に関する事項(平成17年６月30日現在) 

退職給付債務   13,831千円 

退職給付引当金  13,831 

(注) 当社は退職給付債務の算定方法として簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

退職給付費用   5,467千円 

勤務費用     5,467 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

当社は簡便法を採用しておりますので、基礎率等については記載しておりません。 

  

区分 種類 契約額等 時価 評価損益 
1年超

市場取引 
以外の取引 

通貨スワップ取引 
米ドル 

2,270,160 2,270,160 △286,056 △286,056 

合計 2,270,160 2,270,160 △286,056 △286,056 



(税効果会計関係) 
  

  

第10期 
(平成17年６月30日) 

第11期
(平成18年６月30日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 繰越欠損金 395,104千円

 商品評価損 51,298千円

 通貨スワップ評価損 114,422千円

 その他 6,612千円

繰延税金資産小計 567,437千円

 評価性引当額 △567,437千円

繰延税金資産合計 ―千円

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産(流動)  

 繰越欠損金 837,500千円

 商品評価損 47,355千円

 通貨スワップ評価損 58,814千円

 その他 1,518千円

繰延税金資産小計 945,188千円

 評価性引当額 △945,188千円

繰延税金資産合計 －千円

    

繰延税金資産(固定)  

 退職給付引当金 5,532千円

 役員退職給与引当金 33,240千円

 その他有価証券 
評価差額金 

50,341千円

 その他 1,129千円

繰延税金資産小計 90,243千円

評価性引当額 △90,243千円

繰延税金資産合計 ―千円

繰延税金資産(固定)  

退職給付引当金 6,188千円

 役員退職給与引当金 34,228千円

その他有価証券
評価差額金 

8,323千円

 減損損失 184,413千円

 その他 3,018千円

繰延税金資産小計 236,170千円

評価性引当額 △236,170千円

繰延税金資産合計 －千円

    

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.0％ 

 (調整)   

 住民税均等割 1.5％ 

 繰延税金資産に対する評価性
引当額等 

△40.0％ 

 税効果会計適用後の法人税等
の負担率 

1.5％ 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  税引前当期純損失のため、記載を省略しておりま

す。 



(持分法損益等) 

当事業年度における「持分法損益等」については、連結財務諸表を作成しているため、記載しておりませ

ん。 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

当社は関連会社がありませんので、持分法を適用した場合の投資損益は記載しておりません。 

  



【関連当事者との取引】 

当事業年度における「関連当事者との取引」については、連結財務諸表における注記事項として記載してお

ります。 

第10期(自平成16年７月１日 至平成17年６月30日) 

  役員及び個人主要株主等 

（注）1．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

   2．取引条件及び取引条件の決定方針等 

     不動産の賃貸については、当社所有の社宅を賃貸したもので、賃貸料は役員社宅管理規程により決定しております。 
  

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金 
（千円） 

事業の 
内容又は 
職業 

議決権等の
所有(被所有)
割合（％） 

関係内容
取引
内容 

取引金額 
（千円） 

科目 
期末
残高 役員の

兼任等
事業上
の関係

役員 水島真理 ― ― 
当社取締役
メディア営
業事業部長 

（被所有）
直接2.88 

― ―
不動産
の賃貸 

3,600 ― ―



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりでありま

す。 

項目 第10期 第11期 

１株当たり純資産額 64,320円32銭 34,856円61銭

１株当たり当期純利益又は 
１株当たり当期純損失(△) 

2,572円62銭 △30,494円95銭

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 

  

2,567円14銭 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しない

こと及び当期純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日) 

１株当たり当期純利益又は当期純損失  

当期純利益又は当期純損失(△)(千円) 121,005 △1,434,344 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

普通株式に係る当期純利益又は 
当期純損失(△)(千円) 

121,005 △1,434,344 

普通株式の期中平均株式数(株) 47,035.92 47,035.47 

潜在株式調整後1株当たり当期純利益     

当期純利益調整額（千円） ― ― 

普通株式増加数（株） 

（うち新株予約権方式によるストックオ 

プション（株）） 

100.44 

  

（100.44） 

― 

  

（ ― ） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調

整後１株当たり当期純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要 

旧商法第280条ノ19の規定に

基づく新株引受権 566株 

平成13年9月27日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに

商法第280条ノ21の規定に基

づく新株予約権 220株 

平成14年9月27日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商

法第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権 204株 

平成14年9月27日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商

法第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権 259株 

平成15年9月26日 

株主総会特別決議 

旧商法第280条ノ20ならびに商

法第280条ノ21の規定に基づく

新株予約権 286株 

平成16年12月10日 

株主総会特別決議 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【債券】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

㈱ツーウェイシステム 150 82,500 

㈱京都放送 1,000 30,000 

㈱オリエントコーポレーション 50,000 18,700 

㈱ノエル 40 12,240 

トヨタ紡織㈱ 5,000 8,740 

トランコム㈱ 2,900 6,887 

㈱モール・オブ・ティーヴィー 200 0 

計 59,290 159,067 

銘柄 券面総額(千円) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

  トヨタモータークレジット 
  コーポレーション 

400,000米ドル 45,575 

計 400,000米ドル 45,575 



【その他】 

  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(千円) 

(投資有価証券)   

 (その他有価証券)   

〔証券投資信託の受益証券〕   

 エブリワン 7,000 94,962 

 エンジェルファンド 1,100 36,207 

日興リアルアセットエン 2,000 22,152 

ＲＦＭオープン 2,000 19,320 

日興中小型グロースファンド 19,389,239 18,505 

 安田グローイングアップ 5,000,000 15,028 

インベスコ欧州東方拡大 
株式ファンド 

10,000,000 12,738 

グローバルスターファンドビー 10,000,000 11,972 

ＩＢＪＩＴＭ 
ジャパンセレクション 

10,000,000 9,653 

 底力 6,716,517 8,823 

〔投資事業有限責任組合出資〕   

ジャフコジー九（エー）号 
投資事業有限責任組合 

1 99,874 

計 61,117,857 349,236 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりです。 

   工具器具備品   放映用ビデオ制作費   210,667千円 

    ２ 当期減少額のうち( )内は内書きで減損損失の計上額であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額の「その他」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

資産の種類 
前期末残高
(千円) 

当期増加額 
(千円) 

当期減少額
(千円) 

当期末残高
(千円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額(千円)

当期償却額 
(千円) 

差引当期末
残高 
(千円) 

有形固定資産      

 建物 130,106 11,478 
64,594
(40,941) 

76,990 28,034 1,014 48,955

 車両運搬具 21,397 6,513 6,361 21,548 12,393 3,299 9,155

 工具器具備品 1,703,983 219,852 
589,678
(569,624) 

1,334,157 1,334,157 ― ―

 土地 24,056 ― ― 24,056 ― ― 24,056

有形固定資産計 1,879,544 237,843 
660,634
(610,565) 

1,456,753 1,374,584 4,314 82,168

無形固定資産      

 ソフトウェア 182,687 59,310 
147,546
(147,546) 

94,450 94,450 ― ―

 電話加入権 2,199 ― 
2,199
(2,199) 

― ― ― ―

 商標権 7,429 ― 
5,858
(5,858) 

1,571 1,571 ― ―

無形固定資産計 192,316 59,310 
155,604
(155,604) 

96,021 96,021 ― ―

長期前払費用 ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産      

― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

区分 
前期末残高 
(千円) 

当期増加額
(千円) 

当期減少額
(目的使用) 
(千円) 

当期減少額
(その他) 
(千円) 

当期末残高 
(千円) 

貸倒引当金 15,224 ― ― 14,530 694 

賞与引当金 4,250 4,150 4,250 ― 4,150 

役員退職給与引当金 83,100 2,470 ― ― 85,570 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

  

(ロ)期日別内訳 

  

区分 金額(千円)

現金 2,656

預金の種類  

当座預金 1,901

普通預金 1,194,239

定期預金 370,000

別段預金 944

計 1,567,086

合計 1,569,743

相手先 金額(千円)

イオン株式会社 33,707

株式会社ベルーナ 7,359

株式会社ニッセン 4,531

株式会社ジェイオーディ 3,370

昭和貿易株式会社 547

合計 49,514

期日別 金額(千円)

平成18年７月満期 16,735

  〃  ８月 〃  27,194

  〃  ９月 〃  1,858

  〃  10月 〃  3,726

合計 49,514



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記「当期発生高」には消費税等が含まれております。 

  

ニ 商品 
  

  

ホ 貯蔵品 
  

相手先 金額(千円)

トランコム株式会社 270,245

ソニーファイナンスインターナショナル株式会社 94,096

イオン株式会社 39,730

株式会社イトーヨーカ堂 36,940

株式会社プロント 32,047

その他 82,219

合計 555,279

期首残高(千円) 
  
(Ａ) 

当期発生高(千円)
  
(Ｂ) 

当期回収高(千円)
  
(Ｃ) 

当期末残高(千円)
  
(Ｄ) 

回収率(％)
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
(Ａ)＋(Ｄ) 
２ 
(Ｂ) 
365 

683,468 9,888,080 10,016,269 555,279 94.75 22.86

品目 金額(千円)

アクセサリー 12,916

日用雑貨 77,081

ホビー 43,693

運動器具 116,434

その他 98,811

合計 348,936

品目 金額(千円)

テープ 2,884

その他消耗品 1,189

合計 4,074



ヘ 短期貸付金 

  

  

ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

  

ロ 短期借入金 

  

  

ハ 未払金 

  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 金額(千円)

株式会社パルマファイナンシャルサービシーズ 1,000,000

合計 1,000,000

相手先 金額(千円)

株式会社東京テレビランド 224,238

株式会社サニーウィッシュ 80,253

株式会社アンプレッション 15,955

株式会社タケマエ 14,557

スカイライトコーポレーション株式会社 14,032

その他 184,570

合計 489,145

区分 金額(千円)

株式会社十六銀行 1,500,000

合計 1,500,000

区分 金額(千円)

広告宣伝費 282,007

物流費 73,041

販売手数料 60,855

その他 68,056

合計 483,961



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

(注)  当社は、旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

 また、当社定款の定めにより、端株主は利益配当金及び旧商法第293条ノ５の規定による金銭の分配(以下「中間配当」とい

う)を受ける権利並びに新株、転換社債及び新株引受権付社債の引受権を有しております。 

     なお、端株主の利益配当金及び中間配当に関する基準日は上記のとおりであります。 

  

  

決算期 ６月30日

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月30日

株券の種類 １株券及び10株券 

中間配当基準日 12月31日

１単元の株式数 ― 

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

端株の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

  取次所 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
電子公告の方法により行います。ただし、やむを得ない事由により電子公告をするこ
とができない場合には、日本経済新聞に掲載します。 
公告掲載URL http://www.prime-network.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項なし 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第10期) 

自 平成16年７月１日 
至 平成17年６月30日 

  
平成17年９月28日 
東海財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 
証券取引法第24条の５第４項及び企業内

容等の開示に関する内閣府令第19条第２

項第３号の規定に基づく臨時報告書 
  
平成18年３月６日 
東海財務局長に提出 

(3) 半期報告書 (第11期中) 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

  
平成18年３月28日 
東海財務局長に提出 

(4) 
半期報告書の 
訂正報告書 

(第11期中) 
自 平成17年７月１日 
至 平成17年12月31日 

  
平成18年９月27日 
東海財務局長に提出 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

株式会社プライム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライムの

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株

主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライ

ム及び連結子会社の平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 １．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は３期連続の営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。連結財務諸表

は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を連結財務諸表には反映していない。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」を適用しているが、この変更は同会計基準及び同適用指針が当連結会計年度より適用されること

になったことに伴うものであり、相当と認める。 
  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年９月２７日

株 式 会 社 プ ラ イ ム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライムの

平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第10期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロ

ー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独

立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライムの

平成17年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２７日

株式会社プライム 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社プライムの

平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第11期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計

算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社プライムの

平成18年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

 １．継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は３期連続の営業損失を計上しており、

継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営計画等は当該注記に記載されている。財務諸表は継

続企業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を財務諸表には反映していない。 

 ２．会計方針の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」及び「固定資産の減損に

係る会計基準の適用指針」を適用しているが、この変更は同会計基準及び同適用指針が当事業年度より適用されることになった

ことに伴うものであり、相当と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 佐 藤   孝 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 渡 邉 泰 宏 
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